
主目的 7 33 1

副目的

款 項 目 大 中

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

　事務事業の改善、説明責任の着実な履行、職員の意識改革、総合計画の進行管理を行

い、限られた財源をより効率的・効果的に活用していく。

内容

（手段）

担当係

◆２４年度実施内容

・事務事業評価

　平成23年度に市が実施した予算上の中事業（412事業）を対象に実施し、事業の総点検を

行った。「事務事業評価シート」を用いて担当課が一次評価を行い、その後、行政評価委員

会による二次評価を実施した。事務事業評価については直営で実施した。

・外部評価

　事務事業評価対象事業のうち、外部評価を実施する必要があると判断された１８事業に

対して外部評価を実施した。

　公募市民や学識経験者等から構成する外部評価委員会を設置し、外部評価（行政評価市

民公開フォーラム）を８/５、８/18に実施した。外部評価についてはコーディネート業務等の

支援委託を実施した。

・経営分析

　市のごみ事業に関する事務事業を１つのユニットとし、ごみ事業全般かかる経費等の分析

を行った。
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を行った。

　

◆２４年度直接経費の内訳

　行政評価（外部評価）支援委託（1,141千円）

　行政経営分析支援業務（3,390千円）

　外部評価委員会委員謝礼（519千円）

　その他、食糧費・印刷製本費・通信運搬費等（601千円）

◆２５年度直接経費の内訳

　行政評価支援委託料（1,500千円）

　行政経営分析支援委託料（3,000千円）

　外部評価委員会委員謝礼（565千円）

　その他、食料費・印刷製本費・通信運搬費等（1,011千円）
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度に内容の改善・見直しを

行った事業数
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事業の

達成状況

平成24年度は、行政評価（事務事業評価・外部評価）の判定区分を「Ａ：市が実施（現

状維持又は充実）」「Ｂ：市が実施（改善が必要）」「Ｃ：市が実施（民間委託等の検

討）」「Ｄ：民間が実施」「Ｅ：廃止」から「拡充」「現状維持」「縮小」「廃止」に変更し分か

りやすくした。その結果、事務事業評価対象事業412事業の内、93事業について、担

当課による一次評価に対し、効率性・有効性を向上させるための改善、見直し等を確

認することができた。

経営分析は、ごみ事業について、これまでの事務事業単位ではなく、事業全般として

の経費等を確認することができた。
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現状の行政評価システムの事務改善・経費削減効果は、あまり高いものが期待でき

ないことや、評価結果を予算編成の過程で効果的な活用が不十分であることから、評

価システムのあり方を再検討する必要がある。また、外部評価での市民判定員の応
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方向性の判定

縮　小

価システムのあり方を再検討する必要がある。また、外部評価での市民判定員の応

募が定員に満たなかった。経営分析については、実施結果の活用方法を今後検討す

る。
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方向性の判定 判　定　理　由

事業のボリュームを現状どおり、維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）
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判定理由

行政評価事業は、事務事業の改革・改善、経費節減に繋げるものであり、効率的・効

果的な行政運営を行うために必要である。そのため、事業を縮小・廃止した場合は、

事務事業のチェック機能が低下する。経営分析は24年度より開始したところであり、

継続実施して効果を検証する必要がある。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

行政評価システムについては、あり方を再検討する必要はあるが、効率的・効果的な

行政運営のためには、今後も継続実施が必要である。なお、経営分析については、本

年度の実施状況を踏まえて検討する。

事務事業評価は、25年度は担当者レベルでの対面式チェックを行う。また、外部評価

の市民判定員は、無作為抽出による3,000人から募集する。（24年度は2,000人）

経営分析は、24年度は初めての試みであり、コンサルの支援を受けたが、25年度は

職員による分析の割合を増やし、３事業ユニット程度を実施する。

２５年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

本市の評価制度については、現在、自治体経営戦略会議の中でもそのあり方の検討をして

おり、第６次小牧市総合計画新基本計画の開始にあわせて、評価制度の見直しを行うこと

になっている。そうした中、外部評価については、開始から３年経過したことから、いったん

廃止とし、３ヵ年の実施結果について検証すべきである。
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２６年度以降

の改善案

平成24年4月に策定された『重点改革プラン』において、「実行計画、予算、行政評

価、人事評価が連携したシステムの構築」を取組項目の一つに位置付けたところであ

り、また、自治体経営戦略会議での議論内容や総合計画新基本計画の策定作業の

状況を踏まえて、今後、予算等との連携したシステムの研究を行うこととする。

経営分析については、本年度の実施状況を踏まえて検討する。
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施施施施

結結結結

果果果果
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廃止とし、３ヵ年の実施結果について検証すべきである。


